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京都府教育委員会における障害者活躍推進計画 
 

 

根拠法令 
 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35年法律第 123 号。以下
「障害者雇用促進法」という。）第７条の３ 

目  的 
 障害者の雇用を積極的に進めるとともに、障害のある職員の障害の
特性に応じた勤務条件や職場環境の整備を通じて、職員一人ひとりが
能力を十分に発揮できる組織づくりを目指す。 

機 関 名 京都府教育委員会 

任命権者 京都府教育委員会 

計画期間 令和７年４月１日～令和１２年３月 31日（５年間） 

京都府教育委
員会における
障害者雇用の
課題 

 
 
○ 京都府教育委員会（以下「府教育委員会」という。）では、身体
障害者を対象とした採用選考として、事務局職員については人事委
員会において昭和 59 年度から、教職員については府教育委員会にお
いて平成 16 年度からそれぞれ実施してきたところである。 

 
○ また、平成 28年度からは、京都府立特別支援学校において、卒業
生を中心に民間企業等への就労に向けた非常勤職員の採用を実施す
るとともに、令和２年度から、特定の障害に限定しない教員採用選
考を実施し、障害者の雇用に取り組んでいるところである。 

 
○ しかしながら、令和６年６月１日現在の府教育委員会の障害者 
雇用率は 1.92％となっており、法定雇用率（2.7％）を下回っている
状況である。 

 
○ 府教育委員会における職員の約９割は、教員免許状が必要な教員
であり、採用方法の工夫改善や、教職の魅力、障害のある教員の活
躍について発信し、中長期的に教員採用選考試験の志願者の増加に
つなげる取組が必要である。 

  また、障害の特性や障害者の能力発揮に配慮し、障害者の活躍に
向けた観点から、教員以外の職域の充実に取り組むことが必要であ
る。 

  さらに、障害者雇用の取組により任用する職員をはじめ、障害の
ある教職員の離職の防止と職場への定着に向けた職場環境づくりに
継続して取り組む必要がある。 
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目 標 

 

①採用に関す
る目標 

 

 
○ 障害者雇用率について、毎年度（６月１日時点）、前年度を上回
る雇用率を確保しながら、法定雇用率達成に向けて取り組む。 

 
 令和６年度の障害者雇用率の状況 

 
 
 
 
 
 
 

 職 員 数 
(a) 

除 外 率 
(b) 

基礎職員数 
(c)(a-a×b) 

障害者数 
(d) 

雇 用 率 
(e)(d/c) 

 

府教育委員会 12,574.0 20％ 10,060 193.5 1.92% 

 

（参考：項目別障害者雇用率の試算） 

項 目 
職 員 数 

(a) 
除 外 率 

(b) 
基礎職員数 
(c)(a-a×b) 

障害者数 
(d) 

雇 用 率 
(e)(d/c) 

事務局職員 395.5 
20% 

316.5 16.0 5.06% 

学校教職員 12,178.5 9743.5 177.5 1.82% 

 （評価方法）毎年の任免状況通報により把握・進捗管理を行う。 

 

②定着に関す
る目標 

 

○ 障害に起因する不本意な早期離職が生じないよう、引き続き個人
の特性に応じた職務配置と能力が発揮できる職場環境の整備等によ
り定着を図る。 

 
 （評価方法） 
  毎年の任免状況通報に合わせて、人事記録を元に、前年度採用者
の定着状況を把握・進捗管理 

取組内容 

１．障害者の活躍を推進する体制整備 

  

(1) 組織 
○ 障害者の雇用の促進及びその雇用の継続を図るため、障害者雇用
促進法に基づく「障害者雇用推進者」として管理部長を選任する。 

 
○ 障害者雇用推進者、人事担当部署の責任者を構成員とする「障害
者雇用推進チーム」を設置し、本計画に定める取組を推進するとと
もに、取組の実施状況の把握・点検・見直し等を行う。 

 
○ 障害者雇用促進法に基づき、障害者職業生活相談員を選任するほ
か、相談窓口を設置し職員に周知する。 

  なお、必要に応じて外部の機関や有識者と連携できる体制を構築
する。 
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  ○ 障害のある職員からの相談に適切な対応が図れるよう、障害者職
業生活相談員に選任された者（選任予定の者を含む。）に京都労働
局が開催する「障害者職業生活相談員資格認定講習」を受講させ、
相談体制を整備する。 

 
○ 理解されにくいといわれる精神・発達障害について、すべての職
員が正しい知識と理解を深め、精神・発達障害のある職員の職場定
着を推進するため、これらの障害のある職員の配属先の職員を中心
に、京都労働局が開催する「精神・発達障害者しごとサポーター養
成講座」を受講させる。 

 
○ 障害のある人や障害に対する理解を深めるため、京都府総合教育
センターで開催する特別支援教育に関する研修講座の受講を推進す
る。 

  教職員においては、キャリアステージごとに求められる具体的な
資質能力に応じた研修の受講を推進するとともに、府内大学と連携
して、特別な配慮を要する児童生徒への指導・支援、インクルーシ
ブ教育システムの考え方や在り方について学ぶ研修を設定し、特別
支援教育コーディネーターの養成を推進する。 

(2) 人材 

２．障害者が活躍できる業務・配属先の選定 

  ○ 障害のある職員及び今後採用する障害者の適性や希望を踏まえ、
より能力が発揮できるよう、業務との適切なマッチング等について
検討する。 

 
○ 人事評価及び人事異動時の所属長によるヒアリング等により、障
害のある職員に適切な業務付与ができているかの点検を行い、必要
に応じて事務分担の見直し等を行う。 

３．障害者の活躍を推進するための職場環境整備・人事管理 

  

(1)職務環境 ○ 「京都府教育施設個別施設計画」(平成 30 年 10 月策定・令和４年
10月改訂)に基づき、学校施設のバリアフリー化やトイレの洋式化な
ど、多様な人々の利用に配慮した整備を進める。 

 ※ 市町（組合）立学校は、市町（組合）教育委員会において実施 
 
○ 就労支援機器の配置など、障害のある職員からの意見も踏まえて
支援方法について検討する。 

 
○ 新規に採用した障害者については、配属時に所属長によるヒアリ
ング等を行い、健康状況や障害の状況、配慮すべき事項を把握する
とともに、人事評価における面談等の中でも継続的に意見を聞き、
可能な範囲で必要な措置を講じる。 



4 

 

 

 

 
(2)募集・採    

用 

○ 障害者を対象とした教職員採用選考の実施 
  教員採用選考試験における障害者選考については、身体障害、精
神障害、知的障害等、特定の障害に限定せず募集し、一人一人の障
害特性等を適切に踏まえ必要な配慮を行ったうえで、引き続き実施
する。 

  また、会計年度任用職員の採用選考を引き続き実施する。 
 
○ 教員を目指す大学生等への働きかけ 
  府内大学を中心に、障害のある学生に対し、教員採用選考試験の
受験について、引き続き働きかける。 

 
○ 講師登録・会計年度任用職員申込みの随時受付の実施 
  府内の公立学校（京都市立学校を除く。）において、臨時的任用
職員や時間講師の他、教員業務支援員や非常勤事務員などの会計年
度任用職員として勤務を希望する人の登録や受付を随時実施し、時
機を逸しない円滑な採用につなげる。 

 
○ 特定の障害を排除しない又は特定の障害に限定しない採用を進
め、募集・採用に当たっては、以下の取扱いを行わない。 

 ・自力で通勤できることなどの条件を設定すること。 
 ・介助者なしで業務遂行が可能などの条件を設定すること。 
 ・「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受けら   

れること」などの条件を設定すること。 
 ・特定の就労支援機関に限定して受入れを実施すること。 

 
(3)働き方 

○ 時差出勤制度や在宅勤務制度について、要件に当てはまる場合は
取得可能であることを周知する。 

 
○ 柔軟な休憩時間の設定について検討する。 

 
(4)キャリア   

形成 

○ 本人の希望や能力、適性を踏まえながら、研修や人事異動を通じ
てキャリア形成を支援する。 

 
○ 会計年度任用職員としての任用を継続し、学校での勤務経験を民
間企業等への就職につなげる。 

 
(5)その他 
   人事管理 

 

○ 「障害を有する職員への合理的配慮に関する要綱」に基づき、人
事評価や人事異動時の所属長による面談等を通じて、職員の健康状
況や障害の状況、配慮すべき事項について適切な把握を行い、合理
的配慮を提供する。 

 
○ 中途障害者（在職中に疾病・事故等により障害者となった者をい
う。）について、円滑な職場復帰のために必要な職務付与や通院へ
の配慮、働き方、キャリア形成等の取組を行う。 

 
〇 障害のある教職員の離職の防止と職場への定着に向け、国及び他
の地方公共団体等における障害者雇用の好事例の収集・分析を行い、
各所属への情報提供に努め、障害者就労の促進につなげる。 
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○ 学校においては、病気休職等から復職した教職員の職務復帰を支
援し、学校教育活動の更なる充実に資するため、非常勤講師の措置
など必要な軽減措置を実施しているが、令和２年度から障害者手帳
等の所持者について措置期間を延長するなど、軽減措置を拡充して
おり、教職員の職務復帰を支援する体制整備を継続して実施する。 

  また、障害者手帳等の各種の支援制度について情報提供を進める。 

４．その他 

 

 

 

○ 国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関す
る法律に基づき定めた「京都府における障害者就労施設等からの物
品等の調達の推進を図るための方針」により、障害者就労施設等が
供給する物品等の調達を一層推進し、障害者の活躍の場の拡大を図
る。 

 


